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［２］卒業後の状況調査（令和 4 年 3 月卒業者） 
 

１ 中学校卒業者 
 

（１） 卒業者数は 9,872 人(男子 5,009 人、女子 4,863 人)で、前年度より 370 人増加している。 

卒業者を進路別にみると、高等学校等進学者 9,785 人、専修学校(高等課程)進学者 6 人、

就職者等 20 人、その他 61 人となっている。 
 

 

 

（注１）平成３０年度調査から、「Ｅ 就職者」が「Ｅ 就職者等」に変更され、内訳として「自営業主等」

（a）、常用労働者のうち「無期雇用労働者」（b）及び「有期雇用労働者（雇用契約期間が一か月以

上の者）」、「臨時労働者」の項目が新設された。 

（注２）平成３０年度調査から新設された調査項目。「Ｅ 就職者等」における「有期雇用労働者（雇用

契約期間が一か月以上の者）」から当該条件を満たす者を抽出した人数（d） 

（注３）中学卒業者における「就職者数」は、注釈の（a）、（b）、（d）及び上記表２０のＧ「（再掲）A,B,C,D

のうち就職者」（c）を合計した人数である。 
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（２）高等学校等進学者数は 9,785 人(男子 4,963 人、女子 4,822 人)で、前年度より 354 人

増加している。進路区分別にみると、高等学校本科 9,539 人(うち全日制男子 4,624 人、女

子 4,536 人、定時制男子 66 人、女子 72 人、通信制男子 98 人、女子 143 人)、高等専門学

校 177 人(男子 135 人、女子 42 人)、特別支援学校高等部 69 人(うち本科男子 40 人、女子

29 人)となっている。 

高等学校等進学率は 99.1 ％(男子 99.1 ％、女子 99.2 ％)で、前年度より 0.2 ポイント

低下している。 
 

（３）就職者数は 19 人(男子 15 人、女子 4 人)で、前年度より 10 人増加している。 

就職者数のうち県内に就職した者は 18 人で、前年度より 10 人増加している。就職者の

うち県内に就職した割合は 94.7 ％で、前年度より 5.8 ポイント上昇している。 
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（４）就職先を産業別にみると、第１次産業 6人（31.6％）、第２次産業 8人(42.1％)、第３次

産業 5 人(26.3 ％)となっている。 

前年度に比べ第１次産業は 5 人増加、第２次産業は 3 人増加、第３次産業は 2 人増加と

なっている。 

 

 

（注）中学校卒業者における「就職者数」は、注釈の（a）、（b）、（d）及び表 20 のＧ「（再掲）A,B,C,D の

うち就職者」（c）を合計した人数である。よって、上記表 22 の就職者数は、表 20 の E「就職者等」と

は一致しない。 
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２ 義務教育学校卒業者 

 

（１）卒業者数は 143 人(男子 73 人、女子 70 人)で、前年度より 9 人増加している。 

卒業者を進路別にみると、高等学校等進学者 142 人、就職者等 1人となっている。 

 

 

 

（注１）令和２年度調査から、「Ｅ 就職者」が「Ｅ 就職者等」に変更され、内訳として「自営業主等」

（a）、常用労働者のうち「無期雇用労働者」（b）及び「有期雇用労働者（雇用契約期間が一か月以

上の者）」、「臨時労働者」の項目が新設された。 

（注２）令和２年度調査から新設された調査項目。「Ｅ 就職者等」における「有期雇用労働者（雇用契

約期間が一か月以上の者）」から当該条件を満たす者を抽出した人数（d） 

（注３）義務教育学校卒業者における「就職者数」は、注釈の（a）、（b）、（d）及び上記表２３のＧ「（再

掲）A,B,C,D のうち就職者」（c）を合計した人数である。 
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（２）高等学校等進学者数は 142 人(男子 72 人、女子 70 人)で、全員が高等学校本科へ進学

している。(うち全日制男子 70 人、女子 63 人、定時制男子 1 人、女子 4 人、通信制男子

1 人、女子 3 人)となっている。 

高等学校等進学率は 99.3 ％(男子 98.6 ％、女子 100 ％)で、前年度より 2.3 ポイント上

昇している。 
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３ 高等学校（全日制・定時制）卒業者 
 

（１）卒業者数は 9,417 人(男子 4,826 人、女子 4,591 人)で、前年度より 140 人減少している。

進路別内訳をみると、大学等進学者 4,747 人(50.4％)、専修学校(専門課程)進学者 2,019 人

(21.4％)、専修学校(一般課程)等入学者 216 人(2.3％)、公共職業能力開発施設等入学者 77 

人(0.8 ％)、就職者等 2,126 人(22.6 ％)、その他 232 人(2.5 ％)となっている。 

 

 

（注１）令和２年度調査から、「Ｅ 就職者」が「Ｅ 就職者等」に変更され、内訳として「自営業主等」

（a）、常用労働者のうち「無期雇用労働者」（b）及び「有期雇用労働者（雇用契約期間が一か月以

上の者）」、「臨時労働者」の項目が新設された。 

（注２）令和２年度調査から新設された調査項目。「Ｅ 就職者等」における「有期雇用労働者（雇用契

約期間が一か月以上の者）」から当該条件を満たす者を抽出した人数（d） 

（注３）高等学校卒業者における「就職者数」は、注釈の（a）、（b）、（d）及び上記表２５のＧ「（再掲）

A,B,C,D のうち就職者」（c）を合計した人数である。 
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（２）大学等進学者数は 4,747 人(男子 2,211 人、女子 2,536 人)で、前年度より 7 人減少し

ている。進路区分別にみると、大学学部 3,858 人(男子 2,079 人、女子 1,779 人)、短期 

大学本科 682 人(男子 97 人、女子 585 人)、大学・短期大学の通信教育部 5 人（男子 3 人、 

女子 2 人)、高等学校の専攻科 202 人(男子 32 人、女子 170 人)となっている。 

大学等進学率は 50.4 ％(男子 45.8 ％、女子 55.2 ％)で、前年度より 0.7 ポイント上昇 

している。なお、大学等進学率の全国平均は 59.5％(男子 57.8 ％、女子 61.2 ％)で、大分 

県は九州第 2 位、全国第 33 位の進学率となっている。 
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（３）就職者数は 2,122 人（男子 1,381 人、女子 741 人)で、前年度より 115 人減少してい

る。進学者及び入学者のうち就職している者は 16 人となっている。 

卒業者に占める就職者の割合は 22.5％(男子 28.6％、女子 16.1％)で、前年度より 0.9 ポ

イント低下している。なお、卒業者に占める就職者の割合の全国平均は 14.7 ％(男子

18.3 ％、女子 11.1 ％)で、前年度より 1.0 ポイント低下している。 

卒業者に占める就職者の割合を学科別にみると、高い順に、工業科 67.1％、農業科 60.1％、

水産科 51.4％、家庭科 42.7％、商業科 38.9％、福祉科 37.3％の順となっている。 

就職者数のうち県内に就職した者は 1,632 人で、前年度より 41 人減少し、就職者のうち

県内に就職した割合は 76.9 ％で､前年度より 2.1 ポイント上昇している。 

 

（注１）令和２年度調査から、「Ｅ 就職者」が「Ｅ 就職者等」に変更され、内訳として「自営業主等」

（a）、常用労働者のうち「無期雇用労働者」（b）及び「有期雇用労働者（雇用契約期間が一か月以

上の者）」、「臨時労働者」の項目が新設された。 

（注２）令和２年度調査から新設された調査項目。「Ｅ 就職者等」における「有期雇用労働者（雇用契

約期間が一か月以上の者）」から当該条件を満たす者を抽出した人数（d） 

（注３）高等学校卒業者における「就職者数」は、注釈の（a）、（b）、（d）及び上記表２８のＧ「（再掲）

A,B,C,D のうち就職者」（c）を合計した人数である。 
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（４） 就職者数を職業別にみると、生産工程従事者が 656 人（30.9 ％）で最も多くなってい

る。 
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（５） 就職者数を産業別にみると、製造業が 714 人(33.6％)で最も多く、次いで建設業 278 人

(13.1 ％)、卸売業,小売業 181 人(8.5 ％)の順となっている。 

また、県内就職者 1,632 人(男子 1,012 人、女子 620 人)では、製造業が 529 人(32.4 ％)

で最も多く、次いで建設業 225 人(13.8 ％)、卸売業,小売業 164 人(10.0 ％)の順となっ

ている。 

県外就職者 490 人(男子 369 人、女子 121 人)を就職先の都道府県別でみると、第１位が

福岡県 211 人(43.1％)で最も多く、次いで東京都 48 人(9.8％)、大阪府 44 人(9.0％)、愛

知県 40 人(8.2 ％)の順となっている。 

 

 


